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第１章 事前評価調査団の派遣 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 
 カンボジアの政府統計は、長期間にわたった内戦の影響から極めて整備が遅れていたが、1990年代

に入ってから国連等の支援により、徐々に整備が進められてきた。1998年には、UNFPA の支援によ

り、36年ぶりに人口センサスが実施され、統計整備の重要な第一歩となった。しかし、カンボジアの

政府統計は、依然、体制整備が遅れており、統計の精度もドナー国や国際機関等から疑問視されてい

ることも多い。また、開発指標の設定や支援効果の指標設定（MDG 等の関連）等、開発政策を立案

する際にも政府統計の精度が障害になっており、統計分野の組織強化や人材育成は重要であり、緊急

な課題である。 
 カンボジアでは、新統計法が2005年５月、国王の署名を得て成立し、計画省統計局(NIS)の各種統

計調査に対する実施権限が更に大きくなった。また、2008年には人口センサスの実施を計画している。

人口センサスは国の基本統計の基盤をなすものであるが、援助機関の協力なしには、能力的及び資金

的に実施が困難な状況である。同様に、労働統計分野では労働力人口調査、経済統計分野では事業所

調査、製造業生産調査等に関して、2001年までは ADB の支援により NIS が関係省庁との連携体制を

取りつつ調査を実施してきたが、ADB の支援が終了したことにより、援助機関の協力なしには能力

的、資金的に実施ができない状況にある。したがって、NIS は、人口センサス分野のほか、経済統計

分野においても人材育成を図りたいとしている。 
 このような状況のもと、2004年３月に日本の総務省統計研修所長等が現地調査のためにカンボジア

に訪問して NIS と意見交換を行った。その後、カンボジア側は、2008年人口センサスへの支援、NIS
及び計画省州事務所統計課（NIS の指示による州内の統計調査の実施、村及びコミューンのデータ収

集等を担当）の人材育成、及び国民経済計算のための経済統計の改善に係る技術協力プロジェクトを

要請した。 
 2004年10月に JICA はプロジェクト形成調査を実施し、技術協力プロジェクトにおいて、カンボジ

アの政府統計の改善を目的とすること、2008年人口センサスに対する技術協力及びこれを通じた人材

育成を中心とすること、経済統計改善に対する技術協力及びこれを通じた人材育成を検討することに

ついて NIS と合意した。 
 この結果を受け、2005年５月に JICA は事前評価調査を派遣し、プロジェクトについて案件の実施

妥当性の確認、活動計画及び投入計画の策定、プロジェクトサイトの現状調査、カンボジア側負担事

項（人員配置、予算措置、免税措置）の確認等の調査を行うとともに、NIS、UNFPA と協議を行い、

2008年人口センサス支援の役割分担について大枠の合意を行うこととした。 
 事前評価調査の目的は以下のとおり。 
 
 (1) 2004年10月のプロジェクト形成調査、要望調査票及びその後の検討により作成した案件概要

（案）をもとに、プロジェクトの協力の枠組みについて、カンボジア側機関である計画省統計局

（NIS）と協議を行い、合意する。 
 
 (2) 2008年人口センサスの準備状況について NIS 及び UNFPA カンボジアに確認を行うとともに、

双方と協議を行い、2008年人口センサスの役割分担について大枠の合意を行う。 
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 (3) カンボジア側負担事項（人員配置、予算措置、免税措置）の確認を行うとともに、NIS カウン

ターパート（Ｃ／Ｐ）の人口センサス、既存の経済統計調査等に係る統計知識・IT 技術等を確

認する。 
 
 (4) NIS のコンピューターネットワーク稼動状況、ホームページ関連設備の確認を行うとともに、

集計プログラム作成技術、データ入力、ホームページ作成技術、Web サーバー管理運用、セキ

ュリティ措置、GIS 等についての現地民間 IT 業者の能力を調査する。 
 
 (5) ５大州のうち Kampong Cham 州、成長回廊のうち Kandal 及び Takeo 州の州計画局統計職員の

統計知識・IT 技術、機材及びインフラの整備状況を確認するとともに、これらの地域での小地

域統計に係る需要を調査する。 
 
 (6) 統計研修所、統計図書館、統計提供センターなどの既存の施設を調査し、統計センター増築（ま

たは改修）の妥当性を調査する。 
 
 (7) 上記(1)～(6)の協議、調査の結果から、案件概要（案）、PDM（案）、Ｒ／Ｄ素案を取りまとめ、

NIS と合意する。 
 
 (8) バンコク ESCAP 事務局を訪問し、カンボジア周辺国における研修員の受入れの可能性や人口

センサスに係る現地セミナーの開催に係る講師派遣等について情報収集、協議を行う。 
 
１－２ 調査団の構成 

氏 名 担 当 所 属 

富澤 隆一 総 括 JICA 社会開発部第1Ｇガバナンス・ジェンダーチーム 

髙橋 雅夫 情報処理 総務省統計局 経済統計課 事業所・企業統計室 審査担当課長補佐

西  文彦 人口センサス 総務省統計研修所 統計専門職 

 
１－３ 調査日程 

日数 
day 

月日 
date 

行 程 
schedule 

１ ５／11 (水) 11:00 

15:30 

成田発、バンコク経由 

プノンペン着  

２ ５／12 (木) 09:00 

10:30 

14:00 

15:30 

JICA カンボジア事務所打合せ 
在カンボジア日本大使館表敬 

NIS とのプロジェクト協議 
UNFPA カンボジア事務所との協議 

３ ５／13 (金) 08:30 

16:00 

NIS カウンターパート候補者との面談 
NIS 施設の視察及び統計センターに関する協議 
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４ ５／14 (土) 08:15 

 

13:30 

 

計画省カンダール州事務所統計課及びTakhmao district office視察及び

協議 
計画省タケオ州事務所統計課及び Donkeo district office 視察及び協議

５ ５／15 (日) 10:00 計画省コンポンチャム州事務所統計課及び Kampong Siem District 
Office 視察及び協議 

６ ５／16 (月) 08:30 

10:00 

午後 

UNFPA コンサルタント(Mr. Rao)との打合せ 
NIS とのプロジェクト協議／ミニッツ協議 
ミニッツ案修正 

７ ５／17 (火) 08:00 

 

 

14:00 

現地のパソコン、情報通信、情報処理業者等からヒアリング(GIS に

係 る 情 報 を 含 む )(Thakral Cambodia Ltd., CAMNET, PASCO 
Corporation, Cambodia Information Technology Group) 
NIS とのミニッツ協議 

８ ５／18 (水) 08:00 

09:00 

10:30 

11:00 

14:00 

 

19:20 

20:25 

ミニッツ修正 
在カンボジア日本大使館報告 
カンボジア計画省表敬・報告 
ミニッツ署名 
JICA カンボジア事務所報告〔カンボジア開発協議会(CDC)大川専門

家同席〕 
プノンペン発 
バンコク着 

９ ５／19 (木) 10:30 

午後 

23:10 

UNESCAP 訪問（研修講師派遣等について協議） 

団内打合せ、資料整理 
プノンペン発 

10 ５／20 (金) 07:30 成田着 

 
１－４ 主要面談者 
 (1)計画省（Ministry of Planning） 
  H.E. Chhay Than   上級大臣(Senior Minister)  
  H.E. Mr. To Gary   次官 (Secretary of State) 
  H.E. Mr. Ouk Chay   次官 (Secretary of State)  
  H.E. Mr. In Saroeung   次官補 (Under Secretary of State) 
 
 (2)計画省統計局（National Institute of Statistics：NIS） 
  H.E. Mr. Sang Sy Than   統計局長 (Director General) 
  Mr. Seng Soeurn   統計副局長 (Deputy Director General) 
  Ms. Hang Lina   統計副局長 (Deputy Director General)  
  Mr. Khieu Sary  統計副局長 (Deputy Director General) 
  Mr. Hor Darith  Director, Department of Demographic Statisitics,  
    Census, and Survey 
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  Mr. Vy Heang   Director, General Statistics Department 
  Ms. Em Samoeurn  Director, Economics Statistics Department 
  Mr. Yem Soung  Director, Social Statistics Department 
  Mr. Meng Kimhor  Deputy Director, Department of Demographic 
     Statisitics, Census, and Survey 
  Mr. Mick Kanthul  Deputy Director, Economics Statistics Department 
  Mr. Pich Pothy  Deputy Director, Economics Statistics Department 
  Mr. Teav Rongsa  Vice Chief, Bureau of Statistics Coordination and 
    Cooperation 
 
 (3)計画省カンダール州事務所統計課 
  Mr. Cham Saphon  Vice Director of Planning Department (for statistics) 
  Mr. Lay Salout   Vice Chief of Statistical unit 
  Mr. Min Chhun   Vice Chief of Statistical unit 
 
 (4)カンダール州 Takhmao district office 
  Mr. Am Thon    Chief 
 
 (5)計画省タケオ州事務所統計課 
  Mr. Kang Vikun  Director of Planning Department 
  Mr. Chhim Sinom  Vice Director of Planning Department(for statistics) 
  Mr. Set Veasna  Vice Director of Planning Department 
 
 (6)タケオ州 Donkeo district office 
  Mr. Kim Hang   District deputy governor 
 
 (7)計画省コンポンチャム州事務所統計課 
  Mr. Prak Tith   Director of Planning Department 
  Mr. Chiem Ran  Vice Director of Planning Department 
  Mr. Eng Naveth  Vice Director of Planning Department (for statistics) 
 
 (8)コンポンチャム州 Kampong Siem District Office 
  Ms. Tieng Sokhau   Director 
 
 (9)カンボジア開発評議会 (Cambodian Rehabilitation and Development Board) 
  大川 晴美   援助調整専門家 
 
 (10)国連人口計画（UNFPA）カンボジア事務所 
  Ms. Bettina Maas  事務所長 
  Ms. Alice Levisay   事務所次長 
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  Mr. Nott Rama Rao  UNFPA コンサルタント 
  Mr. Sok Vanna   Programme Manager of Population Development Strategy 
  Mr. Chap Rathana  Office Manager of Census and Survey Project 
 
 (11)在カンボジア日本大使館 
  井上公使（臨時代理大使）、惟住二等書記官 
 
 (12)JICA カンボジア事務所 
  力石所長、三次次長、家弓無償資金協力調査員、笠原企画調査員、Phira 所員 
 
 (13)タイ UNESCAP 統計部 
  Mr. Andrew Flatt   Chief 
  Ms. Patricia Alexander  Regional Advisor 
  Mr. Joel Jere    Statistician 
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第２章 調査結果 
 

 (1) プロジェクトの内容について 
   本調査の対処方針では、本プロジェクトの協力の目的を、2008年の人口センサスの実施支援と

そのプロセスの中での NIS（本局及び州統計課）及び他省庁の統計職員の人材育成としていたが、

下記（２）に記載のとおり、UNFPA 側の2008年人口センサスへの拠出予定額が150万ドルと不十

分であり、他のドナーからの拠出については2005年９月までに NIS 中心に作成する詳細計画に

よりドナー会議で決定すること、日本側が提示した役割分担については日本側の意図として理解

するが、役割分担の決定についても詳細計画によりドナー会議で決定することが明らかになった

ため、当初のとおりのプロジェクトの内容では案件内容（成果・活動）の確定が相当遅れ、プロ

ジェクトの開始も相当遅れるおそれがあることから、事務所及び本部とも対応を検討し、プロジ

ェクトを、統計分野の現地研修を中心とした第１フェーズ（約２年）と、人口センサスの実施支

援とそれを通じた人材育成を中心とした第２フェーズ（約３年）に分け、第１フェーズについて

は可能な限り早く開始することとした。なお、2008年人口センサスの実施が確定した場合には、

第１フェーズのＲ／Ｄを改訂するか、第２フェーズを検討することとした。これらの内容をミニ

ッツに盛り込み、署名交換した。（別添資料１参照） 
 
 (2) UNFPA との協議 
   協議の結果、2008年人口センサスについて、以下の点が明らかになった。 
  ･ UNFPA 側の2006～2010年のカントリープログラムについては2005年６月中旬に承認される予

定であるが、そのうち2008年人口センサスに割り当てられる予算は概算で150万ドルほど。2008

年人口センサスの概算経費は750万ドル～800万ドルであるが、上記 UNFPA 拠出金、日本側プ

ロジェクト概算予算（未承認）約400万ドルを勘案しても200万～250万ドルは不足する見込み。 
  ･ インド人コンサルタント Mr. Rao の作成した2008年人口センサスの準備計画（2004年10月のプ

ロジェクト形成調査で入手）はあくまで計画案であり、UNFPA が Authorize したプロジェクト

ではない。 
  ･ 2008年人口センサスに向けて必要な資金を確保するため、2005年９月を目途に各ドナーと NIS

で構成する Population Census Plan Committee を立ち上げ、本 Committee で2008年人口センサス

に向けてのスケジュール、各ドナーの役割分担、及び必要な資金額などについて詳細につめる

必要あり。 

  ･ 日本側が提示した役割分担については、日本側の意図と理解するが、結果分析は他ドナーが最

も関心をもっている分野である一方、調査員手当の負担についてはどのドナーもやりたがらな

い。 

   このように、2008年人口センサスに関する UNFPA の準備状況は遅れており、2005年９月以降

も時間がかかるおそれがあることから、プロジェクトの内容については（１）のとおり変更する

こととした。 
 
 (3) NIS 本部職員の統計及び IT に係る知識･能力 
  ･ 面談したカウンターパート候補者25名のうち、大半は日常会話に支障がない程度以上の英語で

のコミュニケーション能力を有し、そのうち半数程度は業務に支障がない程度の英語の理解能
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力を有していた。 
  ･ 面談したカウンターパート候補者の一部は、海外での学位取得、研修の受講等の教育・訓練を

受けており、これらの職員については、本プロジェクトにおける統計に関する研修に参加する

ことにより、比較的円滑により一層の能力向上を図ることができると考えられる。しかし、そ

の他の職員については、統計に関する知識を基礎的なものから習得していく必要があると考え

られる。 
  ･ 面談したカウンターパート候補者のほとんどは、統計データの処理に必要な IT に関する知識

を有していない。また，現在の PC の利用方法は、データ入力等のごく限られたものであり、

現時点では NIS 自らの力で統計調査の結果を一から集計・分析することはかなり困難な状況

にあると考えられる。 
   以上のことから、本プロジェクトの基本的な部分である集計・分析に係る知識・能力の向上を

より重点的に行うため、ウェブサイト及び LAN の運用・保守、並びに GIS の保守等の周辺的な

部分については、外注することを視野にいれることが考えられる。また、データ入力、コーディ

ング及びデータエディティング要員については、臨時に雇用する必要がある。 
 
 (4) NIS の PC、コンピューターネットワークの稼働状況、ホームページ関連設備の状況 
   現在、NIS に設置されている PC は、調査ごとに、異なるドナーによって供与されたものであ

る。そのため、それらの PC は、各調査専用に継続して使用しており、本プロジェクトで予定し

ている統計分野の研修に利用することはできない。 
   NIS 内の LAN については、各ドナーのプロジェクトごとに供与された PC の LAN が構築され

ているが、NIS 全体をつないでいる LAN は存在しない。 
   NIS のホームページについてはプロバイダーのサーバーを使用している。 
 
 (5) 地方の統計職員の統計及び IT に係る知識･能力、機材の状況 
   今回の調査で、カンダール、タケオ及びコンポンチャムの３か所の計画省州事務所統計課を訪

問し、現状の視察及び聴取を行った。その結果、いずれの州においても、州レベル以下の District、
Commune、Village レベルなどの小地域統計に対するニーズが高いことが確認された。したがっ

て、これらの３つの州のほか、前回調査時に訪問したシェムリアップ、シアヌークビル及びコン

ポンスプーの、合わせて６州ついては、小地域統計の集計を目的とした計画省州事務所統計課へ

の PC 配置は有効であることが再確認された。 
   それらの６州には、少なくとも１～３台の PC が設置されており、また、基本的な操作のみで

あるものの、PC を利用可能な職員が１～３人いることから、PC の研修を実施することにより、

大幅な統計の改善につながることが見込まれる。 
   さらに、統計に関する知識については、NIS が実施する２年間の統計研修を少なくとも１～４

人が受けており、基礎統計、人口統計、経済統計等の研修を実施することにより、大幅な統計の

改善につながることが見込まれる。 
 
 (6) 民間 IT 業者の状況 
  ･ PC のリースについては、PC80台のリース及びそのサポートを提供可能な業者がプノンペンに

存在していることが確認された。したがって、PC のリースが、本プロジェクトにおける選択
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肢の一つであることが判明した。 
  ･ 人口センサス集計用プログラム開発の業者委託については、開発可能な業者がプノンペンに存

在していることが確認された。ただし、人口センサス集計用プログラム開発については、NIS
で内部開発することも可能なことが確認されているので、その方向で検討すべきである。 

  ･ ウェブサイトのアウトソーシングについては、NIS は、現在もアウトソーシングでウェブサイ

トを運用しており、基本的には問題はない。ただし、回線使用料及び委託料が、かなり高額で

ある。 
  ･ LAN については、NIS は、現在もアウトソーシングで LAN を運用しており、基本的には問題

はない。 
  ･ GIS について、NIS が利用する可能性のある ARC/GIS に関しては、その販売元の支店や代理

店は、カンボジア国内にはなく、最寄りのバンコク ESRI 社に発注や保守を依頼することにな

る。ただし、取次ぎ可能な業者（日本人）であればプノンペンにもある。 
 
 (7) NIS 既存の設備と統計センター増築について 
   NIS 本館（C ビル）、図書室・データセンター（D ビル一階の一部）、人口統計調査部門ビルを

視察したが、人口統計調査部門ビルについては、老朽化が激しく、シロアリ被害や雨漏りがある

ため、統計研修に必要な研修用スペースとして改修は困難と判断された。一方、C ビル内にはコ

ンピューターの設置されていない研修室があるが、技術協力プロジェクトの活動により、統計研

修の規模が拡大する場合にはコンピューターの設置可能な研修室が不足することが予想された。

したがって、プロジェクトの開始後、詳細な研修計画をつめ、研修室が不足する場合には必要最

小限の研修室の整備を検討することとした。 
   一方、現在 NIS 側から要請されている施設は、2008年人口センサスの集計用スペースを含ん

でおり、上記(１)、(２)により、統計分野の現地研修を中心の活動とした第１フェーズにおいて

は、プロジェクトの活動内容を超えているため、事務所とも協議のうえ、老朽化した人口統計調

査部門ビルの再建も含めて、無償資金協力の要望調査にのせる方向で検討することとした。 
 
 (8) UNESCAP 統計部との協議 
   本プロジェクトに関し、UNESCAP からの協力可能性について以下の点が明らかになった。 
  ･ UNESCAP 統計部としては、統計専門家を短期間カンボジアに派遣し、助言・指導（Advisory 

Service）を行うことは可能。 
  ･ 研修に関しては、アジア太平洋統計研修所（SIAP）で地域特設コースを実施しており、そち

らでの受入れを検討してほしい。また、研修教材についても UNESCAP では所有しておらず

SIAP で整備している。 
  ･ UNESCAP としては、現在実施中のプロジェクト、ワークショップ等にカンボジア統計局から

の参加者を受け入れることも可能。具体的には、国民経済計算の地域プロジェクトを実施中で

あり、2006年からはインフォーマルセクター統計の地域プロジェクトを開始予定である。 
  ･ UNESCAP では地域の統計研修について調整する役割も担っており、実施国間のパートナーシ

ップや連携強化を進めている。 
  ･ タイの統計研修ではラオスの研修員を受け入れているとのことであるので、カンボジアの研修

員を受け入れる可能性もあるかもしれない。また、ASEAN が統計研修を始めるという情報も
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ある。 
  ･ また、UNESCAP の Regional Advisor からは、カンボジア NIS に対してはスウェーデンも統計

分析の能力開発の協力を行っており、これとの調整はどうするのかという質問があったが、調

査団からは、スウェーデンの協力は社会統計（Social Statistics）の分野に特化しているが、日

本の協力は人口統計（Demographic Statistics）を中心に、基礎統計、基礎数学等の研修も含め

ると回答した。 
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第３章 今後の対応等 
 

 (1) プロジェクトの早期立上げについて  
   前記調査結果のとおり、2008年人口センサスについて拠出金を含む準備状況が遅れていること

が判明したため、プロジェクトの内容について変更を余儀なくされた。一方、カンボジアでは2005

年５月に新統計法が成立し NIS の各種統計調査に対する実施権限が拡大していることから、政

府統計の精度を向上させるためには、NIS 及び計画省州事務所統計課の人材育成、能力向上を早

期に行うことが必要不可欠となっているため、大枠では政府統計能力の向上という目的は維持す

るものの、フェーズ分けし、統計分野の現地研修を中心の活動とした第1フェーズを早期に立ち

上げることで、NIS 側と合意した。2005年６月末までに事前評価結果の取りまとめ及び事業事前

評価表の決裁を行い、2005年７月上旬にＲ／Ｄ（案）の決裁及びＲ／Ｄ署名を行ったうえで、2005

年８月下旬に政策アドバイザー専門家を派遣し、プロジェクトを開始する予定である。 
 
 (2) プロジェクトの実施方式について 
   今回のプロジェクトのうち、統計研修の実施に係る部分については、コンポーネントとしてま

とめて民間活用による業務実施契約による実施を想定している。 
 
 (3) 2008年人口センサスについて 
   2008年人口センサスについては、JICA 本部から JICA 米国事務所等を通して、UNFPA 本部に

も予算の早期確保を要請していくとともに、JICA カンボジア事務所からも UNFPA カンボジア

事務所に対して、予算確保状況、計画策定状況をフォローしていく必要がある。 
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カンボジア国政府統計能力向上計画事前評価調査 JICA 事務所打合せ（メモ） 
 
１．日時： 2005年５月12日 9:10～10:00 

２．場所： カンボジア事務所会議室 
３．参加者：カンボジア事務所：三次次長、笠原企画調査員 
      調査団：富澤総括、高橋団員、西団員 
４．内容  
 冒頭富澤が対処方針の概要を説明。 
 これに対して三次次長より以下の指摘あり。 
 (1) 免税条項について 
  ・カンボジアでは技協協定が締結されているため、免税等についてぎりぎりつめる必要は無

い。 
 (2) 2008年の人口センサスについて 
  ・関係ドナーも MDG の実現に向けた支援をおこなっており、2008年の人口センサスの実施

には関心をもっている。 
 ・本案件の目標の柱は人口センサスを通じた人材育成であり、仮に UNFPA が全く拠出しない

場合でも政府統計に係る人材育成は実施すべき。 
(3) UNFPA との関係について 
 ・UNFPA カンボジアには拠出に関する決定権は無いので、JICA 米国事務所を通じて、UNFPA

本部に働きかけてもらうなど、両面で確認すべき。 
(4) 統計センターについて 
 ・カンボジアでは３～４年先まで、無償案件が積み上がっているので、無償での実施は考え

ていない。 
 →技協のコンポーネントに含める場合には、施設の規模、内容について、技プロの活動実施

に必要不可欠かどうかで判断すべき。社会開発部では1000万円が妥当な規模と考えられて

いる。公電でいただいた4000万円という額は、1階部分が駐車場という話もあり、社会開発

部としては、技プロの活動実施に必要不可欠な規模とは考えられない。（富澤） 
 ・公電で送付した額は、あくまで検討を開始するために NIS の計画に従って提示したまでで、

規模の問題については、予算との見合い、費用対効果で考える必要あり。ちなみにカンボ

ジアでは森林プロジェクト（５～６千万円)、理数科教育（６千万円）、母子保健の各プロ

ジェクトでプロ基盤整備費で建物を建設している。人間開発部にも聞いてほしい。 
 ・センサスに関しては他の政府機関の場所を借りるという考えもあるが、研修では場所を借

り上げるのは難しい。 
(5) モデル州について 
 ・人口の流入や移動が激しいコンポンチャム州やバッタンバン州、コンポンスプー州は人口

動態的におもしろい地域である。一方カンダール、タケオ州は人口は多いが動きは少なく、

人口動態的にはおもしろくない。モデル州を選定する際には特徴のあるところを選ぶべき。 
(6) ミニッツ（案）について 

 引き続き、ミニッツ（案）について以下の議論があった。 

 ・2008年の人口センサスについては、カンボジアの新統計法で実施が義務付けられているの

事前評価調査報告書 別添資料 ２．JICA カンボジア事務所打合せメモ 
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で、UNFPA 他のドナーからの拠出額の状況を Pre-condition に入れるのはおかしい。（三次

次長） 
 →今年の３月からこれまで検討してきたプロジェクト・デザインは2008年の人口センサスを

成功させることを一つの成果にしているので、UNFPA 及び他ドナーの拠出金がなければ

2008年人口センサスの実施は困難であるので、その場合にはプロジェクトの内容を見直す

必要がある。（富澤） 
 ・2008年人口センサスについては、日本側はいいとこ取りをしているのではないか。日本側

は UNFPA 側の拠出状況について確認しておきながら、自分たちのコミットについては（人

材育成のプロジェクト言うことで）UNFPA 側にまだ提示していない。UNFPA に対しても

っと日本としても拠出金を出してもらうことについてプッシュすべき。（三次次長） 
 ・Annex I の Summary of the Project（Draft）でカンボジア政府が人口センサスの実施を延期し

ない（not postpone）まで書いてしまうと、カンボジアでは財政上の問題から計画がおくれ

ることが多いため、プロジェクトが動かなくなってしまうおそれがある。（笠原企画調査員） 
 ・カンボジアは財政能力の問題があり、（案件実施は）ドナーの財源に頼っているところが大

きい。したがって、プロジェクトのデザインについても（計画遅延に対応できるよう）フ

レキシビリティを確保して行かなければならない。（三次次長） 
 →総務省としてはフレキシビリティをもって協力して行く予定である。（西団員） 
 →プロジェクトのポイント、ポイントでくみかえていけるようにする必要があると考えてい

る。（富澤） 
 ・UNFPA との関連で、大使館に依頼する必要はあるか。（笠原企画調査員） 
 →人口センサスの実施は政治的にも重要であり政務に関わってくるので、大使館にも（UNFPA

他ドナーへのプッシュを）依頼してはどうか。(三次次長) 

 
以 上 
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カンボジア国政府統計能力向上計画事前評価調査日本大使館表敬（メモ） 
 
１．日時： 2005年５月12日 10:30～11:00 
２．場所： 公使執務室 
３．参加者：大使館：井上公使（臨時代理大使）、惟住書記官 
      カンボジア事務所：笠原企画調査員 
      調査団：富澤総括、高橋団員、西団員  
４．内容  
冒頭富澤が対処方針の概要を説明。 
質疑応答の概要は以下のとおり。 
(1) 州計画局統計担当職員の人材育成について 
 ・州計画局統計担当職員の人材育成に関しては、モデル州を選定して行うとのことであるが、

2008年の人口センサスは全国規模で実施されると思うが、他の州の計画局統計担当職員の

人材育成は行われないのか。（惟住書記官） 
 →今回の技術協力プロジェクトでは、UNFPA 他のドナーとの役割分担があり、人口センサス

の全国レベルの実地調査は UNFPA 他のドナーが担当。日本側は集計以降を担当することに

なる。集計についても将来的には、地方で行い、データを中央でまとめることが望ましい

が、データを中央に送るインフラの問題もあり、2008年センサスについては、中央で一括

集計することとし、そのデータを活用としての小地域統計についての技術移転を、モデル

州を選定して行う予定。一方、NIS 本局で実施する基礎統計の研修等には全州の統計担当

職員を対象とする予定。（富澤） 
 →総務省統計局としては、カンボジア全州を対象として小地域統計の技術移転を希望してい

たが、治安上の問題等があり、モデル州とすることに合意した。（西団員） 
 
(2) 技術協力プロジェクトの枠組み等について 
 ・本案件は JICA が行う技術協力プロジェクトとして人材育成を行うということで、人口セン

サスの実施には関わらないのか。（井上公使） 

 →UNFPA 及び他のドナーとの役割分担を行い、人口センサスについても集計から結果提供の

部分については実施支援も行う。（富澤） 
 ・プロジェクトのサイトはどこになるのか。また、プロジェクトの規模（概算額）はどのく

らいか。（井上公使） 

 →プロジェクトサイトは主として NIS 本局であり、いくつかのモデル州も含まれる。現状の

概算額は約4.6億円で協力期間は4.5年～５年を想定している。専門家は９分野を予定して

おり、概算で約２億円。また統計センター（研修施設）のプロジェクト基盤整備費での増

設の必要性を検討しているが、規模等について詳細をつめる必要があるため概算額には含

めていない。 
 ・総務省統計局ではこれまでにどのような技プロ案件に協力いただいているか。（井上公使） 

 →これまで、メキシコ、スリランカ、インドネシア、フィリピン、アルゼンチンの人口統計

の案件に協力してきた。最近ではタンザニアとミャンマーで政府統計案件が動いている。

（西団員） 

事前評価調査報告書 別添資料 ３.日本大使館表敬メモ 
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 ・カンボジアでは統計技術が遅れているが、WTO や FTA 関係を強化して行く中で、基本に

なるのは統計である。また、カンボジアでは税金が十分に集められていないという問題が

あり、人口センサスは徴税の観点からも重要。（井上公使） 
 
(3) 経済統計への協力について 
 ・今回の技プロでは人口センサスへの支援が中心となっているが、経済統計も重要と考えて

いる。例えば関税局でもデータの取りまとめ方に問題があり、それに対する指導は重要。

（惟住書記官） 

 →人口センサスはすべての統計の基礎となるものであり、これに関する指導を NIS にしっか

り実施し、NIS から他省庁に波及させるのが良いと思われる。（高橋団員） 
 ・各省庁に専門家を派遣するのは難しいかも知れないので、SV の派遣を検討いただきたい。

(惟住書記官） 
 
(4) 今後の予定について 
 ・８月にＲ／Ｄ締結予定とあるが、調査団をまた派遣するのか。 
 →調査団は出さず、カンボジア事務所長に署名を依頼する予定。 
 
(5) UNFPA 他ドナーへの働きかけについて 
 ・今回の技プロで人口センサスへの支援に重点をおいているが、2008年人口センサスのじつ

現には、UNFPA 他のドナーからの支援が必要不可欠である。人口センサスは政治面でも重

要であるので、是非大使館からも各ドナーに働きかけていただきたい。（富澤） 
 ・ドナーとの調整会合が多数あるため、そこで話してみたい。（井上公使） 
 ・日本政府も UNFPA には多額の拠出をしているので、大使館からも UNFPA が2008年人口セ

ンサスに確実な支援をするように働きかけていただきたい。（笠原） 
 ・調査団の帰国報告会で外務本省の担当にも依頼してほしい。（井上公使） 

 
以 上 
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カンボジア政府統計能力向上プロジェクト事前評価調査団 
平成17年５月14日 

 

ＵＮＦＰＡとの協議（メモ） 
 
１．日時  2005年５月12日（木） 午後４時～５時  
２．場所  UNFPA カンボジア事務所会議室 
３．参加者 日本側   富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 
      UNFPA 側 Maas 所長、Levisay 次長、Rao UNFPA コンサルタント等 
４．協議内容  
 以下の３つの件ついて協議を行った。 
 ・UNFPA の2008年人口センサスに関する予算確保状況の聴取  
 ・UNFPA と JICA の2008年人口センサスに関する役割分担の確認 
   提示資料 Demarcation of Activities of Cooperation for the 2008 Population Census 
 ・Rao 氏による2008年人口センサスのための準備状況の聴取 
５．質疑応答の概要 
Maas 局長：2008年人口センサスに関する予算については、Regular resources として400万米ドル、

Other として200万米ドルを UNFPA 本部に申請中であり、本年６月に予定されている承認を待

っているところである。 
  ただし、人口センサスには、Regular resources として400万米ドルのうち、約150万米ドルしか

充てられない見込みである。残りは Demographic and Health Survey(DHS)など他の調査を実施す

るために必要である。また、Other についても、これから他のドナーからの協力を募ることに

なる。 
  JICA は、2008年人口センサスのために、どのくらいの予算を確保しているのか。 
富澤総括：JICA は、本年10月を目途に、今回のプロジェクトのために、約400万米ドルを見込ん

でいる。ただし、その予算のすべてを2008年人口センサスに充てられるわけではない。 
また、2008年人口センサスにおける UNFPA と JICA の役割分担については、提示した資料の

とおりである。 
Rao UNFPA コンサルタント：この資料については興味があるので、ここで説明してほしい。 
西団員：この資料は、先の調査団が昨年10月に訪問した時に協議した内容を確認するために作成

したものである。UNFPA が調査の前半部分、すなわち、調査の企画、調査区設定、実地調査

等を担当し、JICA は、調査の後半部分、すなわち、集計、分析、結果提供等を担当すること

になっている。 
なお、JICA は、調査区設定において、デジタルマップから Commune 原図と調査区グループ原

図をプリントすることに対しては協力可能である。 
また、UNFPA が集計結果の分析に加わることも差し支えない。 
それから、調査区設定時に事業所リスティングを実施することと、2008年人口センサス調査票

に経済属性にかかる質問を追加することを検討することも、昨年10月に Rao 氏と協議し、Rao
氏は前向きな意見であったと記憶している。 

Rao UNFPA コンサルタント：そのとおりである。 

事前評価調査報告書 別添資料 ４．UNFPA との協議メモ 
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Maas 局長：集計結果の分析は、大変興味深いので、どのドナーも参加したがるだろう。 
Levisay 次長：一方、調査員手当の負担については、どのドナーもやりたがらないだろう。 
Maas 局長：JICA は、調査実施の部分については協力しないのか。 
富澤総括：JICA が調査員手当を負担することはできない。 
Maas 局長：JICA の意向は理解した。 
Maas 局長：1998年人口センサスでは、Incentive payment を含めて、UNFPA がすべてを負担したが、

現在では、カンボジア側の状況は全く変わっており、また、2008年人口センサスについては、

UNFPA がすべてを負担することは困難である。 
今後は、2008年人口センサスに向けて、必要な資金を確保するために、本年９月を目途に、各

ドナーと NIS で構成する Population Census Plan Committee を立ち上げる必要がある。この

Committee では、2008年人口センサスに向けてのスケジュール、各ドナーの役割分担、必要な

資金の額などについて、詳細に詰める必要がある。 
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カンボジア政府統計能力向上プロジェクト事前評価調査団 
平成17年５月14日 

ＮＩＳとの協議（メモ） 
 
１．日時  2005年５月12日（木） 午後２時～３時  
２．場所   NIS 会議室 
３．参加者 日本側  富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 
       NIS 側   San Sy Than 局長、Khieu Sary 部長、Yem Sourng 社会統計課長、Vy Heang 
           総務課長等 
４．協議内容  
 NIS に対して、以下の３つの文書について説明及び質疑応答を行った。 
 ・Summary of the Project, 
 ・Project Design Matrix(PDM), 
 ・Training Plan 
５．質疑応答の概要 
San Sy Than 局長：州計画局統計課に対する協力について、対象を主要州のみではなく全州に拡大

してほしい。その理由として、新統計法第２条にあるとおり、ＮＩＳは、National Statistics System
という、中央と地方が一体となった統計システムの構築を目指しており、地方については、全

州一律の環境を構築したい。 
また、UNFPA の協力が中央のみであるので、JICA には地方に対する協力も希望する。 

西団員：いくつかの州については、治安上の問題があるという情報があるので、主要州のみとな

っている。 
富澤総括：全州にＰＣを配置できるほどの予算を確保していない。 
Kim Meng Hor 人口統計課長補佐：人口センサスの集計について、中央での集中処理を考えている

のか、それとも地方分散集計も視野に入れているのか。 
西団員：現段階では、より安全な中央での集中処理を考えている。 
Kim Meng Hor 人口統計課長補佐：人口センサスの調査区設定について、Commune の原図と Village

の原図をデジタルマップからプリントするということであるが、Village の境界線はない。 
西団員：Village の境界線がないことは承知している。Village というよりも、いくつかの調査区の

グループを考えている。 
Kim Meng Hor 人口統計課長補佐：Village の中心点がデジタルマップには入力されていないので、

入力する必要がある。 
西団員：Geographic Department から入手したデジタルマップには、Village の中心点が、すでに入

力されている。 
Kim Meng Hor 人口統計課長補佐：人口センサスの集計には、どのソフトウェアを利用するつもり

でいるのか。 
西団員：現段階では、CSPro を考えている。 
Kim Meng Hor 人口統計課長補佐：結果表作成には、CSPro よりも SQL Server のようなデータベー

ス・ソフトウェアの方が高速に処理できると思うが。 
西団員：それについては、先ほど研修のところで触れたが、データベース・ソフトウェアである

ACCESS を用いた集計も視野に入れている。 

事前評価調査報告書 別添資料 ５．NIS との協議メモ 
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平成17年５月16日 

ＮＩＳとの２回目の協議（メモ） 
 
１．日時  2005年５月16日（月） 午前10時～11時  
２．場所   NIS 会議室 
３．参加者 日本側  富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 

 NIS 側 San Sy Than 局長、Han Lina 部長、Hor Darith 課長等  
４．協議内容  
 NIS に対して、以下の２つの文書について説明及び質疑応答を行った。 
 ・Minutes 案 
 ・Ｒ／Ｄ案 
５．質疑応答の概要 
Hor Darith 課長：カンボジア独自の統計分類作成のための研修を入れてほしい。 
西団員：その方向で検討したい。 
Hor Darith 課長：SPSS と CSPro の研修も入れてほしい。 
西団員：その方向で検討したい。 
西団員：PC の台数は、研修スペースの広さに応じて配置する。 

以 上 
 

平成17年５月17日 
 

ＮＩＳとの３回目の協議（メモ） 
 
１．日時  2005年５月17日（火） 午後２時～３時  
２．場所   NIS 会議室 
３．参加者 日本側  富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 

 NIS側   San Sy Than局長、Han Lina部長、Hor Darith課長、Teav Rongsa課長補佐等 
４．協議内容  
 NIS に対して、以下の文書について説明及び質疑応答を行った。 
 ・Minutes 案 
５．質疑応答の概要 
Teav Rongsa 課長補佐：研修の評価は、どのような方法で行うのか。 
西団員：現時点では、SIAP の方法を参照して、研修の前後に、Pre-test と Post-test を実施すること

を考えている。通常は、Post-test の結果の方が Pre-test の結果よりも良いので、その差で能力

向上の度合いを測る。 
Teav Rongsa 課長補佐：テストの内容はどのようなものか。 
西団員：研修内容に沿ったものであり、Pre-test と Post-test は、ほぼ同じ内容でなければ、向上の

度合いは測定できない。通常は、同じ問題であるが、問題文の数値が異なるなどの違いがある。

（また、通常は、Pre-test の問題文や回答用紙は研修生に回収し返却しない。） 
Teav Rongsa 課長補佐：Pre-test の結果より Post-test の結果の方が悪かったら、どうなるのか。 
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西団員：通常は、そのようなことは起きない。起きるとすれば、Pre-test の得点がかなり高い場合

である。（得点そのものが高ければ、Pre-test の結果より Post-test の結果の方が悪くても、問題

ない。） 
Teav Rongsa 課長補佐：調査の実施を研修に含めてもらいたい。小規模な調査でも、実際にやって

みることが、一番良く身に付く。 
西団員：調査の実施を研修に含めることは、視野に入れている。 
Teav Rongsa 課長補佐：研修は単発ではなく、繰り返し実施することが重要だと思うが。 
西団員：研修計画案を見てもらえれば分かるが、主な研修は、初級、中級、上級に分かれて、半

年おきに繰り返し実施するようになっており、同じ人が、徐々にレベルを上げていけるように

なっている。したがって、研修効果を上げるためには、このように、NIS が同じ人を順次レベ

ルを上げた研修に出すことが必要である。 
 

以 上 
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平成17年５月24日 
 
計画省カンダール州事務所統計課におけるヒアリング（メモ） 
 
１．ヒアリングの相手方 
Mr. Cham Saphon, Vice Director of Planning Department (for statistics), Kandal 
Mr. Lay Salout, Vice Chief of Statistical unit, Kandal 
Mr. Min Chhun, Vice Chief of Statistical unit, Kandal  
 
Mr. H.E. San Sy Than, Director-General, NIS  
Mr. Seng Soeurn,  Deputy Director-General, NIS  
   
２．ヒアリングの日時 
 平成17年５月14日 午前８時15分～ 
 
３．聴取事項 
 計画省カンダール州事務所は、各州に所在する計画省直轄の州事務所の１つで、カンダール州

内にあるカンダール州 Governor 事務所敷地内に所在している。計画省カンダール州事務所統計課

は同事務所（職員35名）の５つの課の１つとして所在している。また、郡計画事務所（11か所）

の職員42名を含めると、カンダール州の計画省職員数は合計77名である。 
 カンダール州は、首都プノンペンを取り囲むように位置している州であり、タケオ州に続く国

道２号線の周辺地域は成長回廊と呼ばれ、急速な経済成長を続けている地域である。 
 
 (1) 州事務所統計課の職員数 
   州事務所内に統計専属の職員が11名配置されており、また郡計画事務所（11か所）に各１

～４名の（統計専属ではない）統計担当職員が配置されており、郡計画事務所の統計担当

職員数は合計26名である。 

   なお、統計職員のほか、計画省カンダール州事務所全員（77名）が1998年人口センサスの

経験がある。 
 
 (2) 州事務所統計課の人事・採用 
   州事務所統計課の職員は、基本的には地元採用の者である。 
 
 (3) 州事務所統計課職員の教育レベル 
   大卒の職員は２名、短大レベル卒（Diploma）が６名、高卒（Secondary School）が５名で

ある。 
 
 (4) 州事務所統計課職員の研修歴 
   11人のうち４人が、NIS で２年間の統計学の全体的な研修（General Course）を受けている。 
 

事前評価調査報告書 別添資料 ６．計画省カンダール州事務所統計課ヒアリングメモ



 － 65 －

 (5) 州事務所統計課の PC 配置数 
   州事務所統計課には PC が１台配置されており、それに１台のプリンターが接続されてい

る。インターネットへは従前はアクセス可能であったが、現在は財政的な理由によりアク

セスできない状態である。月７米ドルの回線使用料を支払えないそうである。 
   なお、利用している PC の OS は Windows98である。 
 
 (6) 郡(District)統計事務所の PC 配置数 
   州内に11ある郡計画事務所それぞれに１台の PC が配置されているが、その一部は故障し

ている。 
 
 (7) 州事務所統計課の主な統計業務 
   ①NIS から指示される調査の実施（Socio-Economic Survey, Population Listing） 
   ②Village 及び Commune のデータ収集 
   ③Commune Profile？及び District Profile の作成 
   ④CPI（消費者物価指数）のための小売価格の収集及び PC を利用したデータ入力。ただし、

入力したデータはハードコピーをとり、NIS にモーターバイクで運んでおり、電子的な

データ転送は行っていない。 
 
 (8) 州統計事務所の主な統計刊行物（州独自のもの） 
   ①郡（District） Profile 
 
 (9) 州事務所統計課職員の PC 利用度 
   PC は、CPI の作成やその他の総務的な事務に利用されている。 
   統計課職員のうち２名がパソコンを利用可能であるが、現在は予算の制約によりインター

ネットに接続されていないため、E-mail は利用できない。 
 
 (10) 行政区域の境界線の変更状況（1998年人口センサス以降） 
   ① 州（Province）の境界線の変更はない。 
   ② 郡（District）の数に変更はないが、郡の境界線の変更はある。 
   ③ Commune の数に変更はなく、147である。 
   ④ Village の数は、一部の地域がプノンペン市に編入されたので、1087から1085に減少した。 
 
 (11) 州事務所統計課と郡計画事務所の業務連絡方法 
   主に携帯電話（郡側は個人の携帯電話）を通じて、業務連絡が行われている。 
   また、無線（借用したもの）も利用している。 
 
 (12) 小地域統計に対するニーズ 
   小地域の統計は、SEILA プログラム、CDRI（Cambodian Development Research Institute）、

Commune データベース等での利用のために必要である。 
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 (13) 研修の必要性 
   統計に関しては、集計表、報告書の作成方法や、統計学についての研修が必要である。 
   IT に関しては、特に EXCEL などの統計に関係したソフトウェアの利用方法の研修が必要

である。 
 
４．カンダール州事務所統計課における問題点 
  計画省カンダール州事務所長の言では、本事務所には以下の問題点がある。 
 (1) 人材不足、職員の能力不足 
 (2) 事務所の設備・用品の不足 
 (3) 車両がない 
 (4) 州事務所の建物が不十分 
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平成17年５月24日 

 
計画省タケオ州事務所統計課におけるヒアリング（メモ） 
 
１．ヒアリングの相手方 
 Mr. Kang Vikun, Director of Planning Department, Takeo 
 Mr. Chhim Sinom, Vice Director of Planning Department(for statistics), Takeo 
 Mr. Set Veasna, Vice Director of Planning Department, Takeo 
 
 Mr. H.E. San Sy Than, Director-General, NIS  
 Mr. Seng Soeurn,  Deputy Director-General, NIS  
   
２．ヒアリングの日時 
  平成17年５月14日 午後１時30分～ 

 
３．聴取事項 
 計画省タケオ州事務所は、各州に所在する計画省直轄の州事務所の１つで、タケオ州内にあ

るタケオ州 Governor 事務所敷地内に所在している。計画省タケオ州事務所統計課は同事務所

（職員48名）の５つの課の１つとして所在している。また、郡計画事務所（10か所）の職員36

名を含めると、タケオ州の計画省職員数は合計84名である。 
   タケオ州は、首都プノンペンから約80km 南方に位置している。 
 (1) 州事務所統計課の職員数 
   州事務所内に統計専属の職員が12名配置されており、また郡計画事務所（10か所）に各

２～３名の（統計専属ではない）統計担当職員が配置されている。 
   なお、統計職員のほか、計画省タケオ州事務所全員（84名）が1998年人口センサスの経

験がある。 
 
 (2) 州事務所統計課の人事・採用 
   州事務所統計課の職員は、基本的には地元採用の者であるが、一部の者は中央政府から

来ている。 
 
 (3) 州事務所統計課職員の教育レベル 
   大卒の職員は１名、短大レベル卒（Diploma）及び高卒（Secondary School）以下が11名

である。 
 
 (4) 州事務所統計課職員の研修歴 
   12人のうち４人が、NIS で２年間の統計学の全体的な研修（General Course）を受けている。 
 
 (5) 州事務所統計課の PC 配置数 
   州事務所統計課には PC が１台配置されており、それに１台のプリンターが接続されて

事前評価調査報告書 別添資料 ７．計画省タケオ州事務所統計課ヒアリングメモ 
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いる。インターネットへは従前はアクセス可能であったが、現在はできない状態である。 
   なお、利用している PC の OS は WindowsXP (Professional)である。 
 
 (6) 郡（District）統計事務所の PC 配置数 
   州内に10ある郡計画事務所のうち７か所に、PC が１台ずつ配置されているが、その一部

は故障している。また、残りの３か所は、電源がないため配置されていない。 
 
 (7) 州事務所統計課の主な統計業務 
   ① NIS から指示される調査の実施（Socio-Economic Survey, Population Listing） 
   ② 郡 Profile 及び Commune Profile の作成 
   ③ Commune 及び Village のデータ収集 
 
 (8)州統計事務所の主な統計刊行物（州独自のもの） 
   ① 郡（District） Profile 
   ② Commune Profile 
 
 (9)州事務所統計課職員の PC 利用度 
   統計課職員のうち約10名がパソコンを利用可能であるが、現在はインターネットに接続

されていないため、E-mail は利用できない。 
 
 (10) 行政区域の境界線の変更状況（1998年人口センサス以降） 
   ① 州（Province）の境界線の変更はある。 
   ② 郡（District）の数に変更はなく、郡の境界線の変更もない。 
   ③ Commune の数に変更はなく、700である。ただし、98年以降、正式に承認された２つ

の Commune が含まれている。 
   ④ Village の数は1116であるが、数に変更はない。 
 
 (11) 州事務所統計課と郡計画事務所の業務連絡方法 
   主に郵便、携帯電話（郡側は個人の携帯電話）を通じて、業務連絡が行われている。 
 
 (12) 小地域統計に対するニーズ 
   小地域の統計を作成する必要性はある。州政府、ドナー、世界銀行などから要望がある

が、予算不足のため集計していない。 
 
 (13) 研修の必要性 
   統計に関しては、人材を育成することが重要であり、基礎統計や基礎数学などの研修が

必要である。 
   IT に関しては、パソコンの基礎研修などが必要である。 
 
４．タケオ州事務所統計課における問題点 
  計画省タケオ州事務所長の言では、本事務所には以下の問題点がある。 
 (1) 人材不足、職員の能力不足 
 (2) 事務所の設備・用品の不足 
 (3) 車両、モーターバイクが必要 

 (4) 州事務所に新しい建物が必要 
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平成17年５月24日 
 

計画省コンポンチャム州事務所統計課におけるヒアリング（メモ） 
１．ヒアリングの相手方 
 Mr. Prak Tith, Director of Planning Department, Kampon Cham 
 Mr. Chiem Ran, Vice Director of Planning Department, Kampon Cham 
 Mr. Eng Naveth, Vice Director of Planning Department (for statistics),  
 Kampon Cham 
 Mr. H.E. San Sy Than, Director-General, NIS  
２．ヒアリングの日時 
  平成17年５月15日 午前１0時～ 
３．聴取事項 
  計画省コンポンチャム州事務所は、各州に所在する計画省直轄の州事務所の１つで、コンポ

ンチャム州内にあるコンポンチャム州 Governor 事務所敷地内に所在している。（現在移転の話

があるが、資金難のためすぐには移転できない状況である。）計画省コンポンチャム州事務所統

計課は同事務所（職員40名）の５つの課の１つとして所在している。また、郡計画事務所（16

か所）の職員41名を含めると、コンポンチャム州の計画省職員数は合計81名である。 
  コンポンチャム州は、首都プノンペンから約100km 西方に位置しており、５大州の１つに数

えられている。 
 (1) 州事務所統計課の職員数 
   州事務所内に統計専属の職員が7名配置されており、また郡計画事務所（16か所）に各２～

３名の（統計専属ではない）統計担当職員が配置されている。 
   なお、統計職員のほか、計画省コンポンチャム州事務所の全員（81名）が1998年人口セン

サスの経験がある。 
 
 (2) 州事務所統計課の人事・採用 
   州事務所統計課の職員は、基本的には地元採用の者である。 
 
 (3) 州事務所統計課職員の教育レベル 
   大卒の職員は２名、他の者５名は高卒（Secondary School）以下である。 
 
 (4) 州事務所統計課職員の研修歴 
   ７人のうち２人が、NIS で２年間の統計学の全体的な研修（General Course）を受けている。 
 
 (5) 州事務所統計課の PC 配置数 
   州事務所統計課には PC が２台配置されている。インターネットへは従前はアクセス可能

であったが、現在はできない状態である。 
   なお、利用している PC の OS は WindowsXP である。 
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 (6) 郡（District）統計事務所の PC 配置数 
   州内に16ある郡計画事務所のうち13か所に、PC が１台ずつ配置されているが、その一部は

故障している。また、残りの３か所は、電源がないため配置されていない。 
 
 (7) 州事務所統計課の主な統計業務 
   ① NIS から指示される調査の実施（Socio-Economic Survey, Population Listing） 
   ② 郡 Profile 及び Commune Profile の作成 
   ③ Commune 及び Village のデータ収集 
   ④ CPI（消費者物価指数）のための小売価格の収集及び PC を利用したデータ入力。ただし、

入力したデータはハードコピーをとり、NIS に郵送しており、電子的なデータ転送は行

っていない。 
 
 (8) 州統計事務所の主な統計刊行物（州独自のもの） 
   ① 郡（District） Profile 
   ② Commune Profile 
 
 (9) 州事務所統計課職員の PC 利用度 
   統計課職員のうち２名がパソコンを利用可能であるが、現在はインターネットに接続され

ていないため、E-mail は利用できない。 
 
 (10) 行政区域の境界線の変更状況（1998年人口センサス以降） 
   ① 州（Province）の境界線の変更はない。 
   ② 郡（District）の数に変更はなく、郡の境界線の変更もない。 
   ③ Commune の数は173で、その境界に変更はない。 
   ④ Village の数は1745から1769に24village 増加した。 
 
 (11) 州事務所統計課と郡計画事務所の業務連絡方法 
   主に携帯電話（郡側は個人の携帯電話）を通じて、業務連絡が行われている。 
 
 (12) 小地域統計に対するニーズ 
   小地域の統計については、ドナーや州政府等から需要は大きい。 
 
 (13) 研修の必要性 
   統計に関しては、統計や分析などに関する研修が必要である。また、Commune の職員に対

する研修も必要である。 
   IT に関しても、研修が必要である。 
 
４．コンポンチャム州事務所統計課における問題点 
  計画省コンポンチャム州事務所長の言では、本事務所には以下の問題点がある。 
 (1) 人材不足、職員の能力不足 
 (2) 事務所の設備・用品の不足 
 (3) 車両、モーターバイクが必要 
 (4) 新しい建物への移転 
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カンボジア政府統計能力向上プロジェクト事前評価調査団 

平成17年５月16日 

 
Rao 氏（UNFPA コンサルタント）との協議（メモ） 

 
１．日時 2005年５月16日（月） 午前８時３０分～１０時  
２．場所 NIS 会議室 
３．参加者 日本側  富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 
      NIS 側  Rao UNFPA コンサルタント、San Sy Than 局長、Han Lina 部長等 
４．協議内容  
 以下の件ついて協議を行った。 
 ・Summary of the Project Phase1 and Phase ２の説明及び質疑応答  
５．質疑応答の概要 
Rao 氏：基礎統計の研修には、Growth Rate などの Elementary Demographic Indicators の研修を含め

るべきである。 
西団員：その方向で進めたい。 
San Sy Than 局長： 
  ① Phase1に示された研修のニーズは高い。 
  ② 基礎統計の研修に基礎数学を含めるのは良い考えである。 
  ③ PC を配置する州にバッタンボンを含めてほしい。 
西団員：第１回目の協議のときに、バッタンボンを含めたいことを言及したが、未だ現場を視察

していない。基本的には、NIS と協議の上、調査済みの州から順次配置することになると思

う。 
San Sy Than 局長： 
  ④ 国際的には、いろいろな統計制度があり、これらの制度を実際に見聞することは、今後の

NIS の改善に多いに資すると考えられる。このため、日本のほか、近隣諸国の政府統計機関

を訪問することを検討してほしい。 
西団員：Summary of the Project には、含まれていないが、第三国での研修は視野に入れている。 
San Sy Than 局長： 
  ⑤ 州に車両を配置してほしい。 
Rao 氏：フィールドワークは、主に地方で実施されるので、州における車両のニーズは高い。 
富澤総括：車両は、通常１台しか供与していない。 
Rao 氏：過去にも、いろいろな機関により、いろいろな研修が実施されているので、重複するこ

とがないように、過去の研修実績を確認した方がよい。 
西団員：UNFPA による研修を始めとして、主な研修実績のリストは入手している。 
Rao 氏：事業所のリスティングは実施するのか。 
富澤総括：Census Plan Committee の Consolidated Plan が決定し、リスティングの実施主体と協議す

ることになるので、現段階では明言できない。 
San Sy Than 局長：Phase1で事業所調査を実施できないか。 
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西団員：Phase1は、２年間であるので、２年間で調査を実施し、集計を完了させるのは困難であ

る。 
San Sy Than 局長：前回（2002年実施）の事業所調査経費は、約 US$30,000-であった。 
富澤総括：事業所調査に関する研修は Phase1で実施したい。 
Rao 氏：Census Mapping に関して、日本側は原図のプリントに協力するということであったが、

日本には優れた GIS 技術者がいるので、GIS の研修も実施してほしい。 
西団員：Census Mapping は、人口センサスの実地調査よりも１年も早く実施されるため、現在の

UNFPA の準備状況から勘案すると、協力が間に合わないことが想定されるので、Project 
Activities から削除した。ただし、GIS の研修は検討したい。 

Vanna UNFPA 所員： TOT 方式の研修を実施することが必要である。 
西団員：当方の研修計画案を見てもらえば分かるが、Introduction、Intermediate 及び Advanced と

段階的な研修メニューを組んでおり、TOT 方式の研修が可能となっている。 
Rao 氏：OCR は利用しないのか。 
西団員：先の調査時にも議論したが、OCR の導入は考えていない。 
Rao 氏：人口センサスセミナーは、いつ、誰を対象に実施するのか。 
西団員：アピールすることが目的なので、人口センサス実施の直前に、ハイクラスの人を対象に

考えている。また、結果公表後には、結果データ利用のセミナーも考えている。 
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カンボジア国政府統計能力向上計画事前評価調査日本大使館報告（メモ）（案） 
 
１．日時： 2005年５月18日 9:00～9:30 
２．場所： 大使館内会議室 
３．参加者：大使館：惟住書記官 
      カンボジア事務所：笠原企画調査員 
      調査団：富澤総括、高橋団員、西団員 
４．内容 
  冒頭富澤が調査結果の概要を説明。 
  質疑応答の概要は以下のとおり。 
 (1) コンピュータの供与及び LAN の整備について 
  ・本案件ではコンピュータの供与はあるか。また、NIS 全体の LAN の整備は含まれているの

か。（惟住書記官） 
  →本案件のフェーズ１では統計分野の現地研修が中心の活動になるので、研修に必要な PC

は(現有の PC の転用は難しいので)供与する予定。（富澤） 
  →PC を入れる研修室を今後も継続して使用するかどうかで LAN でつなぐかスタンドアロー

ンで使用するかが検討される予定（西） 
 
 (2) NIS 職員の業務に対する意識の高さについて 
  ・何故 NIS 職員は休日でも働くのか。（惟住書記官） 
  →NIS は局長及び中堅（副局長、各課長）がかなりしっかりし部下を指導しているため、部

下の意識が高い。（笠原） 
 
 (3) 2008年人口センサスと UNFPA 等からの拠出金について 
  ・2008年人口センサスに対する UNFPA の拠出予定額が不足しているとのことだが、他ドナー

が拠出しないばあいはどうなるのか。（惟住書記官） 
  →1998年人口センサスも指導したインド人コンサルタントの Mr. Rao によれば、前回も当初

は拠出予定額に不足があったが、センサスの実施が近づくにつれて、UNDP 他のドナーが

拠出を決定して実施できたとのことである。（富澤） 
 
 (4) 統計センター建設について 
  ・統計センターの建設について、政府部門の建物であるので無償でできるかは難しいかもし

れない。（惟住書記官） 
  →政府統計の分野では技協と無償を一体として進めて行きたいと考えている。また、政府部

門の建物としては、母子保健センターを無償で建てたことがある。（笠原） 
  ・母子保健センターは（カンボジアの人々に）直接の裨益があるが、統計センターは間接的

な裨益であるので、東京では優先順位が低くなることが考えられる。一方、ノンプロ無償

の見返り資金での申請も考えられる。（惟住書記官） 
  →ノンプロ無償の見返り資金については、クメール･ルージュ裁判の資金に多額があてられる

予定なので難しい。人口センサスの実施経費については人間の安全保障基金の申請を行う
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ことも考えられる。（笠原） 

  ・ノンプロ無償の見返り資金での申請については今は厳しいが、来年また申請することは可

能。計画大臣が力があれば優先順位を変えさせることも可能。そのためにも経済省に統計

の重要性をわからせる必要がある。（惟住書記官） 
  ・統計センターはどのくらいの規模の建物が必要か。（惟住書記官） 
  →2008年の人口センサスでは80台のコンピュータを使って80人で集計する予定なので、これ

らのコンピュータを設置できる広さが必要。また、80人のスタッフがデータのコード化と

校正を行う場所、及び調査票を保管する場所も必要であるため、NIS からは4階建ての建物

の申請が来ている。1998年人口センサスにおいては、人口統計部門ビルを約2000万円かけ

て改修したが、現在では相当老朽化しており、雨漏りやシロアリの被害がひどく、保管し

ている調査票もシロアリの被害をうけており、改修は難しい。（笠原） 

以 上 
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カンボジア国政府統計能力向上計画事前評価調査計画省表敬（メモ）（案） 
 
１．日時： 2005年５月18日 10:00～10:30 
２．場所： 計画省大臣応接室 
３．参加者：計画省：H.E. Mr. Chhay Than （上級計画大臣）、H.E. Mr. To Gary （計画省次官）、

H.E. Mr. Ouk Chay（計画省次官）、H.E. Mr. In Saroeung（計画省次官補） 
計画省統計局：H.E. Mr. San Sy Than（統計局長） 

カンボジア事務所：力石所長、笠原企画調査員、Phira 所員 
調査団：富澤総括、高橋団員、西団員 

４．内容  
  冒頭力石所長が挨拶し、引き続き富澤が（ミニッツにとりまとめた）プロジェクトの協力内

容を説明。 
  これに対し、Chhay Than 上級大臣より以下の発言があった。 
 (1) 統計分野の能力向上の重要性について 
  ・個人的に政府統計の能力向上は非常に重要と考えている。カンボジアは現在、地域及び世

界に統合されつつあり、厳しい競争に直面しており、これに対応するためには人材のキャ

パシティビルディングが必要である。 
  ・これまでカンボジアでは政 府 統 計 能 力 向 上に努めてきたが、まだ十分であるとはいえな

い。とくに、カンボジア政府は分権化を進めているが、州、郡、Commune レベルの統計職

員の能力強化を行う必要があると考えている。郡や Commune に関連する人口等の統計情報

及びその質の確保は郡や Commune の政策立案に非常に重要である。したがって、地方統計

職員の能力向上は必要である。 
  ・カンボジア側は JICA の（政府統計分野に対する）協力に非常に感謝している。カンボジア

では国際的なドナーコミュニティから、それぞれの支援プロジェクトをモニターし、評価

するために統計情報が必要とされている。 
 (2) 統計センターの増築他について 
  ・JICA は統計センターの増築に協力いただけるかもしれないということだが、カンボジア側

はその支援を非常に必要としている。 
  ・計画省は州や郡の中等教育レベルの職員を訓練するトレーニングセンターの設置を計画し

ており、将来的には、このトレーニングセンターについての協力も期待している。 
 
 これに対し、力石所長より以下のとおり回答した。 
  ・統計の重要性については、日本側も同意しているところである。本プロジェクトがフェー

ズ２、フェーズ３と長期間継続することを期待する。 
  ・建物の増築については楽観的（Optimistic）に考えている。現在のプロジェクトには建物の

増築は含まれていないが、（人口センサスの実施が確実になった後で）近い将来検討したい。 
  ・計画省のトレーニングセンターについては、来年度の要望調査が近々あるので、もし、具

体的な案件の要望があれば、同要望調査の機会を利用して、要請を提出していただきたい。 
  ・本プロジェクトは JICA のプロジェクトではなく、NIS のプロジェクトであるので、強いオ

ーナーシップを持っていただきたい。 
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 これを受けて、Chhay Than 上級大臣より、以下の発言あり。 
  ・本プロジェクトの実施には感謝している。プロジェクトが順調に進むことを期待している。

2008年人口センサスは2008年３月に調査実施を予定しており、センサス実施準備には２年

以上ある。２年間の本プロジェクトにおいても人口センサスの準備を含めていただきたい。 

  ・建物の増築について JICA が何らかの支援をしていただけることを期待する。 
  ・UNFPA との協調については、NIS は必要な支援を行う。 
 
 更に、To Gary 次官より概略以下の発言があった。 
  ・新統計法が成立すると NIS は多くの法的権限を有するようになる。統計法９条には、事業

または人口のフレームの登録簿（register）を整備し、毎年更新するように定めており、ま

た統計法10条には行政及び統計データ減のディレクトリを整備し、毎年更新するように定

めているので、これらの登録簿やディレクトリの整備も必要である。 
  ・統計法15条、16条に定められている Statistics Advisory Council 及び Statistics Coordination 

Committee が Sub-Decree により設置される予定。 
  ・統計法６条には、人口センサスのほか、農業センサス及び事業所センサスを10年ごとに実

施することを定めている。 
  ・地方のモデル州にはプノンペン、シェム・リアップ、シアヌークビルを含めるべき。 
  ・研修に関しては、教材、マニュアル、ガイドライン、モジュールの開発も必要である。 
  ・カンボジア側は本プロジェクトの実施を歓迎し誇りに思っていることを日本の納税者に伝

えていただきたい。 
 

以 上 
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カンボジア国政府統計能力向上計画事前評価調査 JICA 事務所報告（メモ）（案） 

 
１．日時： 2005年５月18日 14:00～15:00 

２．場所： カンボジア事務所会議室 
３．参加者：カンボジア事務所：力石所長、三次次長、笠原企画調査員 
      カンボジア開発評議会（CDC）：大川専門家 
      調査団：富澤総括、高橋団員、西団員 
４．内容  
  冒頭富澤が資料に従い調査結果を報告。 
  質疑応答の概要は以下のとおり。 
 (1) 日本及び第三国での研修について 
  ・第1フェーズは研修中心の活動とのことであるが、日本及び第三国での研修は想定している

のか。（三次次長） 
  →本邦研修については、投入に含めている。第三国での研修については、その可能性を含め

て、５月19日に ESCAP バンコク事務所でも協議を行う予定。（富澤） 
  →民間委託契約内容にどこまで入れるかが問題である。（三次次長） 
  ・第１フェーズの開始当初は講師不足の状況が予想されるので、第三国からの講師派遣も健

闘する必要がある。インドネシア統計局には CSPro を使っているので、データ集計の講師

の派遣を検討することができるかもしれない。また、他の国の統計の状況をみることは重

要である。それにより自分の国の状況が良く見えるようになる。（西） 

  ・カンボジアの周辺国で（統計分野の視察に）適切な国はあるか。（三次次長） 

  →シンガポール、マレーシアが最も進んでおり、その次がタイ、インドネシア、フィリピン

である。これらの国を視察することは参考になるのではないか。（西） 

  ・ベトナムでは統計整備にかなりの予算がつぎ込まれたという情報がある。（笠原） 

  ・カンボジア人はタイへの対抗心が強いので、タイを視察するのが良いのではないか。カン

ボジア人はタイに追いつき追い越せという気になる。（力石所長） 
 (2) プロジェクト実施における官と民との関係について 
  ・本案件の予算は民活と官の部分を分けるのか。（力石所長） 
  →部分民活として、官と民活を同じ予算で実施する予定。（富澤） 

  ・官については、政策アドバイザー専門家派遣と運営指導調査で入ってもらえる。（力石所長） 
  →総務省としては、政策アドバイザーのほか、研修講師についても派遣を考えている。（西） 

  →研修の部分は一体として民間委託しないと業務の効率化につながらない。（力石所長） 

  ・本案件について、総務省と（日本統計）協会との覚書のようなものはあるか。（力石所長） 
  →通常の民活の場合、コンサルタント等と JICA との契約になるので、総務省と協会との覚書

があるかはわからない。（富澤） 

 (3) NIS のシニア海外ボランティア、協力隊員とプロジェクトとの連携 
  ・今回の調査中に NIS に配属されている木下 SV からプロジェクトに協力したいとの話があ

ったが事務所としての承認、バックアップをいただきたい。木下 SV の活動は地方の統計

担当職員の指導と聞いているが、プロジェクトとしても地方の部分はひとつのコンポーネ

ントとして切り離せる。また、木下 SV に基礎研修のいくつかのコマの講師を担当してい
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ただくこともできるのではないか。また、８月には協力隊の小暮隊員が赴任するとの話を

うかがっているが、統計学の学位を持っているという話もあるので、基礎統計や基礎数学

の研修の講師を担当していただけるとありがたい。NIS 側から見れば、日本側は（スキー

ムにかかわらず）パッケージとして考えている。（西） 

  ・カンボジア事務所としては、SV、JOCV も他のスキームとシンクロ化してプログラム化し

ていくことを考えており、事務所がシンクロ化について積極的に指導して行く。NIS もそ

れそれをばらばらに考えないで、NIS、木下 SV、（小暮隊員）、プロジェクトでそれぞれの

TOR を考えていただきたい。（力石所長） 
 (4) 事業所調査について 
  ・事業所調査は３万ドル～３万５千ドル程度で実施できるということであり、ニーズも大き

いので、可能であれば、第1フェーズの中での実施を検討いただきたい。（西） 

  ・経済分野の統計ニースは非常に大きいので、プロジェクトの中で実施できるようにするの

がよいのではないか。調査を通じての OJT は重要であるので、その予算を少しつけていく

べきではないか。（力石所長） 

  ・事業所調査についてはどの規模で実施するかという問題がある。本フェーズは研修を中心

として２年間で実施するので、（大規模な事業所調査は）協力期間内に終わらないおそれが

ある。（笠原） 
  →事業所調査は研修の一環として実施するのが良い。（三次次長） 

  ・プロジェクトの前半で NIS 職員を鍛えて、後半で（調査を）実施できるものを実施すれば

よい。（力石所長） 
 (5) その他 
  ・NIS の30名近くにインタビューを行ったが、情報処理についてはかなり初歩的なものしか

なかった。したがって、PC の基礎的研修の実施が必要。（高橋） 
  ・カンボジアの統計制度は分散型と聞いているが、他省庁の統計の状況はどうか。（大川専門

家） 

  →教育省、保健省以外の統計ユニットは非常に弱く、統計ユニット自体が解体されている省

庁もある。（笠原） 

  ・カンボジアの新統計法（Statistics Law）に関連した Sub Decree は現在作成中とのことであ

るが、フォローする必要がある。（力石所長） 
 

以 上 
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カンボジア政府統計能力向上プロジェクト事前評価調査団 
平成17年５月19日 

 
ＥＳＣＡＰとの協議（メモ） 

 
１．日時 2005年５月19日（木） 午前10時３０分～11時３０分 
２．場所 ESCAP 統計部長室 
３．参加者 日本側   富澤総括、高橋団員、西団員、笠原所員 
      ESCAP 側 Mr. Andrew J. Flatt (Chief), Ms. Patricia Alexander (Regional Adviser on 

Poverty Statistics), Mr. Roberto Pagan (Statistician on Population Census), Mr. 
Joel W. Jere (Statistician), Pietro Gennari (Regional Adviser on Economic 
Statistics) 

４．協議内容 
以下の件ついて協議を行った。 
 ・本プロジェクトの概要説明 
 資料 Summary of the Project Phase1 and Phase 2  
 ・ESCAP での研修員受け入れについて 
 ・ESCAP から本プロジェクトの研修及びセミナーへの講師派遣について 
 ・ESCAP から本プロジェクトへの教材提供について 
５．質疑応答の概要 
富澤団員：ESCAP にカンボジアからの研修員を受け入れる施設または研修コースがあるか。 
Mr. Flatt：統計研修については、基本的には SIAP で実施することになっている。一方、ESCAP で

現在実施中のプロジェクト、ワークショップ等にカンボジア統計局からの参加者を受け入れ

ることも可能。具体的には、国民経済計算の地域プロジェクトを実施中であり、2006年から

はインフォーマルセクター統計の地域プロジェクトを開始予定である。また、ESCAP では地

域の統計研修について調整する役割も担っており、実施国間のパートナーシップや連携強化

を進めている。 
富澤団員：タイ統計局に研修員を受け入れる設備または研修コースがあるか否か知っているか。 
Mr. Flatt：タイ統計局に十分な設備があるとは思えない。 
富澤団員：ESCAP からカンボジア統計局に講師を派遣することは可能か。 
Mr. Flatt：ESCAP には、Advisory Services と SIAP を通じたカントリーコースがあり、それらのプ

ログラムを通じた派遣の可能性がある。 
Ms. Patricia：貴プロジェクトでは、どのような研修方法を考えているのか。 
西団員：SIAP の方法を参考にするのも、１つの方法だと思っている。 
Ms. Patricia：SIAP には、かなりハイレベルの人が来ている。カンボジア統計局の職員全体を対象

にするのであれば、SIAP の方法では、なかなか効果は上がらないと思う。かなり初歩的な研

修から始めないといけない。また、同じ職員に対し、繰り返し、研修を実施する必要もある。 
西団員：我々の研修計画案では、初級、中級、上級のコースを用意しており、かなり初歩的な研

修も視野に入れている。また、その３つのコースを下のレベルから順次受講することも可能

なように考えている。 
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Ms. Patricia：研修には、擬似データではなく、実際のデータを利用した方がよい。実際のデータ

はあるのか。 
西団員：人口センサスについては、98年人口センサスのデータがある。その他の標本調査のデー

タも、基本的には保存してあるので利用可能である。 
西団員：ESCAP には、統計研修のための教材はあるか。 
Mr. Flatt：教材についても、基本的には SIAP にあると思う。 
Ms. Patricia：教材のクメール語への翻訳は大変重要である。正しくクメール語に翻訳されていな

い場合もあるので、クメール語に翻訳された教材を、別の翻訳者に依頼して、逆に英文に再

翻訳してもらい、正しく翻訳されているか確認した方がよい。 
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